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首都圏広域地方計画は、首都圏の未来を決する「運命の10年」と位置づけ、2016年3
月29日に大臣決定されたものです。
首都圏広域地方計画協議会では、計画の実現に向けた各種プロジェクトを推進して
おり、今回、全３８プロジェクトについて５年目の取り組み状況を取りまとめました。
取り組みの詳細につきましては、以下のホームページをご覧ください。

○関東地方整備局ホームページ 「首都圏広域地方計画」
http://www.ktr.mlit.go.jp/chiiki/kokudo00000087.html
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（参考）首都圏広域地方計画とは
◆計画の概要
首都圏広域地方計画（2016年3月策定）は、国土形成計画（2015年8月策定）を受け、首都

圏における国土形成の方針、必要とされる主要な施策を定め、新しい首都圏の実現に向けた地
域の戦略を明らかにした概ね10年間の計画であり、広域首都圏の安全・安心を確保しながら、
東京の有する世界都市機能の強化を図るとともに、面的に広がる交通ネットワークなどインフ
ラのストック効果を最大限に活用し、様々な方向にヒト・モノ・情報等が行き交う首都圏の構
築を目指した計画です。
計画エリアは、１都７県を一体とした区域（首都圏）を基本に、密接に関係する隣接４県も

含めた広域首都圏１都１１県とし、国の行政機関、経済団体等からなる首都圏広域地方計画協
議会により、計画の推進に取り組んでいます。

○平成１７(2005)年７月 「国土形成計画法」公布

○平成２０(2008)年７月 「国土形成計画」（閣議決定）

○平成２１(2009)年８月 「首都圏広域地方計画」（大臣決定）

○平成２６(2014)年７月 「国土のグランドデザイン2050」公表

○平成２７(2015)年８月 「国土形成計画」（閣議決定）

○平成２８(2016)年３月 「首都圏広域地方計画」（大臣決定）

首都圏広域地方計画のＰＪ構成（全体３８ＰＪ）
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◆経過



【 Ｒ２年度 首都圏広域地方計画のフォローアップ 取り組みの事例 】

広域連携
プロジェクト名

計画記載の具体的取り組み内容 令和２年度 取り組みの進捗状況

（出典）茨城県

群馬県では高崎駅東口に整備を進めていた「Ｇメッセ群馬」が2020年６月にオープンした。人・モノ・
情報の交流拠点として、北関東最大規模の展示施設、会議施設等を有するとともに建築基準法に定
める1.5倍の耐震強度を確保し、防災拠点としても活用可能となっている。

＜Gメッセ群馬の概要＞

（出典）群馬県ＨＰ

首都直下地震等発生時の首都圏などのバックアップ機能の強化
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移住・二地域居住の推進

【PJ4-7】
ＦＩＴ広域対流圏の
強化プロジェクト

東京圏に近接し、鉄道や高速道路により短時間
でアクセスできる利便性を活かし、都内でのＰＲや
相談体制の充実、田舎暮らしツアー、お試し居住な
どに取り組み、都会とＦＩＴ地域（福島(F)・茨城(I)・栃
木(T)）を気軽に行き来する二地域居住や、移住に
結びつく人の流れを創出する。

FIT地域への交流・二地域居住の促進を図るため，首都圏におけ
る移住相談会への出展や田舎暮らし体験ツアー、担当者勉強会を
行っている。2020年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大を
考慮し、次のとおりオンラインにて実施した。

●交流・二地域居住担当者勉強会 2020年10月23日(金)
●北関東磐越5県合同移住相談会 2020年12月6日(日)
●交流・二地域居住体験ツアー 2021年1月16日(土)・17日(日)

【PJ2-1】
首都中枢機能の
継続性確保・バッ
クアップ機能強化
プロジェクト

災害発生時に首都圏などのバックアップ機能を発
揮させるため、周辺県（埼玉、千葉、神奈川）に加え
て、北関東等の各県（茨城、栃木、群馬、山梨、長
野、新潟、静岡等）において、広域的な交通ネット
ワークを考慮した広域防災拠点の設置や第二東海
自動車道（新東名高速道路）、中部横断自動車道
等の高規格幹線道路等の整備を進めるとともに、
東京都心と近隣地域（茨城県西・南部地域等）との
アクセス改善等に向け必要な検討を進めていく。

2020年10月に開催された「第6回東日本連携・創生フォーラム」
は新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、オンラインで開催
し、東京2020大会開催時、さいたま市を訪れる外国人観光客を
対象にさいたま市及び東日本連携自治体の周遊を促し、誘客促
進及び認知度の向上を図ることを目的とした事業（新幹線沿線
毎に周遊テーマを設定、WEB広告やプロモーションツールでの
PR等）などが函館市、新潟市、さいたま市など8自治体から提案
された。

世界都市機能の強化

首都直下地震等発生時の首都圏などのバックアッ

プ機能の強化

【PJ3-1】
スーパー・メガリー
ジョンの形成プロ
ジェクト

リニア中央新幹線との役割分担のもと、既存の新
幹線を積極的に活用した地域振興。

世界都市機能の強化

（出典）さいたま市資料

< 第6回東日本連携・創生フォーラム >

移住・二地域居住の推進
< 移住相談会でのウェビナーの様子 >


